








What is “Regional Management”?  
















































日本経済は 1990年代初頭からの長期のデフレから完全には抜け出せないなか、2001年 4月 26日、
小泉内閣が発足する。小泉内閣は、第 1 次から第 3 次の 2006 年 9 月 26 日まで続き、この間、様々
な「改革」が実施された。 
しかし、1 人当たりの GDP は毎年世界での順位を下げ続け、貧困層は増大し、多くの中小零細企




非正規労働者の増大には、2003 年 3 月の労働者派遣法の改正が大きく影響しているとされる。禁
止されていた製造業および医療業務への派遣が解禁となり、また専門的 26 業種が派遣期間 3 年から
無制限になった。製造業を除く業種では、派遣期間の上限を 1 年から 3 年に延長した。 
このような状況のもと、地域活性化の議論も盛んにおこなわれた。そのひとつの集約点が 2005 年


























小泉内閣の後、安倍晋三内閣（第 1 次）、福田康夫内閣、麻生太郎内閣と続き、2009 年 9 月 16 日、
民主党の鳩山由紀夫内閣が誕生する。民主党政権は、安倍第 2 次内閣が発足する 2012 年まで続いた。
その後第 2 次安倍内閣が発足し、新たに「地方創生」の取り組みが本格的に実施される。 




に、民主党政権下の 2010 年度には農業者戸別直接所得補償政策が導入された2。 
 
（２）アベノミクスと地方創生 
2012 年 12 月に安倍第 2 次内閣が発足する。長期デフレの打開のために、安倍内閣は「大胆な金融
政策」、「機動的な財政政策」、「民間投資を喚起する成長戦略」という「3 本の矢」により、〈企業業
績の改善→投資の拡大→賃金の増加→消費の拡大→企業業績の一層の改善〉の好循環を作り出し、今
後 10 年間において年平均名目成長率 3％の「持続的な経済成長」（富の拡大）を目指してきた（いわ
                                                   
1 「地域再生」首相官邸ウェブサイト〈https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/〉2017.8.29.閲覧。 





























房に設置された（2014 年 9 月 3 日、本部長は総理大臣）。2014 年 9 月 12 日の第 1 回会合で基本方
針が示され、9 月 29 日には「まち・ひと・しごと創生法」（平成 26 年法律第 136 号）等が 187 回臨
時国会に提出され、11 月 21 日可決、成立した。 
ここでの「地方創生」とは何か。「地方創生」の定義は必ずしも明確ではいない。そこで第 4 回「ま
ち・ひと・しごと創生会議」における石破地方創生担当大臣（当時）のことばを借りれば次のようで
                                                   
3 「アベノミクス『3 本の矢』」首相官邸ウェブサイト
〈http://www.kantei.go.jp/jp/headline/seichosenryaku/sanbonnoya.html〉2017.8.29.閲覧。 
4 矢口芳生『農と村とその将来―規制緩和農政を超えて』農林統計出版, 2015, pp.3-23. 
5 沓脱和人「『武器輸出三原則等』の見直しと新たな『防衛装備移転三原則』」『立法と調査』361 号, 2015.2, pp.55-67. 
〈http://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/rippou_chousa/backnumber/2015pdf/20150202055.pdf〉
2017.8.29.閲覧。 
6 主なものをあげれば、山下祐介『限界集落の真実―過疎の村は消えるか？』ちくま新書, 2012; 久繁哲之介『地
域再生の罠―なぜ市民と地方は豊かになれないのか？』ちくま新書, 2010. 等。 





















「総合戦略」において注目されるのは、目標年 2020 年までに、地方での安定した雇用を 30 万人







こうしたなか、2015 年 5 月 8 日、「日本創成会議」が将来の人口推計を行った結果を発表した（増
田寛也元総務大臣が座長を務める）11。これによれば、今後 30 年間で出産人口の 95％を占める若年
女性（20～39歳）が半減し、若年女性人口が2040年に５割以上減少する市町村は896（全体の49.8％）
に達し、そのうち人口１万人未満（いわゆる「消滅可能性都市」）は 523（全体の 29.1％）にのぼる
                                                   
8 「まち・ひと・しごと創生本部（会議第 4 回平成 26年 12月 26 日・議事要旨）」首相官邸ウェブサイト
〈http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/souseikaigi/dai4/gijiyousi.pdf〉2017.8.29.閲覧。こうした「地方創生」につ
いて、国と地方の役割分担を明確にする道州制導入のための布石であるとともに、「国家戦略特区」等を利用した地方へ




































化」とし、次の 6 点の「2020 年までに達成すべき重要業績評価指標（KPI）」を設定している。 
①地方の自県大学進学者割合を平均で 36％まで高める（2013 年度全国平均 32.9％）、②地方の雇
用環境を前提に、新規学卒者の県内就職割合を平均で 80％まで高める（2012 年度全国平均 71.9％）、
③地域企業等との共同研究件数を 7,800 件まで高める（2013 年度 5,762 件）、④各事業において、地
                                                   
12 山下祐介『限界集落の真実―過疎の村は消えるか？』ちくま新書, 2012; 久繁哲之介『地域再生の罠―なぜ市民
と地方は豊かになれないのか？』ちくま新書, 2010; 宮下聖史「『人口減少社会』の地域政策・地域づくりに関す
る一考察―『選択と集中』路線に対抗するための理論と実践」『長野大学紀要』36 巻 3 号, 2015, pp.33-45; 浅川
和幸「『地方消滅論』と小規模自治体の活性化のあり方を考える―西興部村の若き担い手の調査をとおして」『北




14「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2014 年 12 月 27 日閣議決定）首相官邸ウェブサイト
〈https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/pdf/20141227siryou5.pdf〉2017.8.29.閲覧。「総合戦略」に続き 2015

































公立大学法人の第 2 期中期目標・中期計画（2009～2015 年度）をみると、国立大学法人 86 大学中
48 大学が、公立大学法人 86 大学中 31 大学が、地域協働や持続可能な社会に関する内容を大学理念
ないし研究・教育目標にしていた17。地域再生法制定以後の 2009～2015 年という期間における大学
の動きに注目したい。 
                                                   
15 「文部科学省における地方大学活性化への取組」首相官邸ウェブサイト
〈https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/kihonseisaku/h26-10-03/h26-10-03-s6.pdf〉2017.8.29.閲覧。 
16 たとえば、「第 34 回 地域系（注目の学部・学科）」『Kawaijuku Guideline』2016.7・8, pp.55-72. 
17「国立大学法人」文部科学省ウェブサイト〈http://www.mext.go.jp/b_menu/link/daigaku1.htm〉, 「公立大学


















































































































































































































































































































































                                                   
18 菊池美代志「コミュニティづくりの展開に関する考察―社会学の領域から」『コミュティ政策』1 巻, 2003, 
pp.33-44. 
19 「『シャッター』通り」等に関しては、林雅樹「わが国大規模店舗政策の変遷と現状」『レファレンス』716 号, 2010.9, 
pp.73-90; 加藤義忠「まちづくり 3 法の見直し」『関西大学商学論集』52巻 4 号, 2007.10, pp.51-66; 安藤靖華「商店街





































                                                                                                                                             
のか―社会・政治・経済史から探る再生の道』光文社新書, 2012, 等を参照。 
20 たとえば、寺林暁良「再生可能エネルギー固定価格買取制度の運用状況と課題―3 年度目の改正点と今後の論点」
『農林金融』67 巻 8 号, 2014.8, pp.46-51. 




































                                                   
22 中島正博「地方創生事業と農業・農村」『農業と経済』83 巻 4 号, 2017.4, pp.6-13 
23 「研究会報告書等 No.41 地域経営の観点からの地方再生に関する調査研究」（2009 年 2 月）内閣府経済社会総
合研究所ウェブサイト〈http://www.esri.go.jp/jp/prj/hou/hou041/hou041.html〉2017.8.29.閲覧。 























しごと創生総合戦略改訂 2015」：2015 年 12 月 24 日閣議決定）、地域の課題解決のための持続的な取
組体制の確立に向けて、その課題及び論点を整理し、結論を得るため、地方創生担当大臣の下に「地
域の課題解決のための地域運営組織に関する有識者会議」（以下「有識者会議」と略記）の開催を決
めた25。その最終報告書（2016 年 12 月 13 日）では下記の「地域運営組織」が提起され、2020 年ま

































1962 年に第 1 次の「全国総合開発計画」が策定された。以来、1969 年、1977 年、1987 年、1998










                                                   
27「RMO（地域運営組織）による総合生活支援サービスに関する調査研究報告書」総務省ウェブサイト
〈http://www.soumu.go.jp/main_content/000380223.pdf〉。2018.1.5.閲覧。この報告書は、総務省地域力創造グ








30 国土政策の大まかな流れについては、今野修平「国土政策の新潮流と地域開発」『地理学評論』71 巻 5 号, 1998, 
pp.323-333. 等参照。 
31「国土形成計画（全国計画）」（2008 年 3 月）国土交通省ウェブサイト
〈http://www.mlit.go.jp/common/001119706.pdf〉および
〈http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudoseisaku_tk3_000082.html〉2017.12.12.閲覧。森地茂「新しい国
土計画」『日本不動産学会誌』22 巻 1 号, 2008.7, pp.38-43. 
32 美野輪和子「まちづくりのブランド戦略―地域の再生と持続可能な社会の構築を目指して」『地方再生 : 分権
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   














2015 年 8 月には、「第 2 次国土形成計画（全国計画）」が閣議決定された。本計画は、2014 年 7 月
に策定した「『国土のグランドデザイン 2050』等を踏まえて、急激な人口減少、巨大災害の切迫等、















34 亘理格「国土形成計画における『新たな公』の役割と限界」『日本不動産学会誌』22 巻 1 号, 2008.7, pp.61-67 
35 「提言 持続可能な社会における国土・地域の再生戦略」（2011 年 9 月 1 日）日本学術会議ウェブサイト
〈http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-21-t133-1.pdf〉2017.12.12.閲覧。 
36「国土計画」（2015 年 8 月）国土交通省ウェブサイト
〈http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kokudokeikaku_fr3_000003.html〉および
〈http://www.mlit.go.jp/common/001100233.pdf〉2017.12.12.閲覧。北本政行「第 2 次国土形成計画の基本的考















































































41「持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムのあり方に関する調査研究事業報告書」（2013 年 3 月）三
菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングウェブサイト
〈http://www.murc.jp/uploads/2013/04/koukai130423_01.pdf〉; 「地域包括ケアシステムを構築するための制度
論等に関する調査研究事業報告書」（2014 年 3 月）三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティングウェブサイト
〈http://www.murc.jp/uploads/2014/05/koukai_140513_c8.pdf〉ともに 2018.1.5.閲覧。 
42 田中滋「『ヘルスケアにおける連携』の社会的位置づけ―政策論の視点から」『医療と社会』22 巻 4 号, 2012, 
pp.285-295; 「医研シンポジウム 2016：地域医療構想をめぐって─地域医療・その実情と課題」医療科学研究所
ウェブサイト〈http://www.iken.org/symposium/iken/past/2016.html〉。このシンポの詳細は、『医療と社会』26



































                                                   













1979 年に任意団体として発足し、1983 年、国土庁・通商産業省・運輸省・建設省の 4 省庁の共管
による社団法人に改組された。2001 年の省庁再編により経済産業省・国土交通省の 2 省の共管に変
更し、2013 年に一般社団法人に移行した。大規模で国家的な産官学共同の団体である。 












求められる。次の 100 年のための地域経営のあり方を社会に発信することを目的とする。 
そして、「地域経営委員会」内に公共資産マネジメント部会と新たな地域産業構造構築部会が設置






























































































                                                   
51「日本経営協会について」一般社団法人日本経営協会ウェブサイト
〈http://www.noma.or.jp/noma/tabid/102/Default.aspx〉2018.1.15.閲覧。 
























る。これらの事業に 2013 年度には 2500 万円の支出があった。なお、当財団は、2015 年夏に兄弟財
団の「一般財団法人まちづくり地球市民財団」に事業を引き継いだ。 
まちづくり市民財団の役員は中堅・大手企業の社長・副社長等のほかに学識経験者、理事長は元
PHP 研究所の書籍の編集長であった。そして、「1999 年より毎年一冊ずつ『政策研究レポート』 と
して『まちづくりと市民参加』を発行」してきた。この 2000 年レポートには、役員等による 3 本の








                                                   
53 「財団概要・設立概要」財団法人まちづくり市民財団ウェブサイト
〈http://www.machi-f.or.jp/about/summary.html〉2017.12.24.閲覧。 















































































                                                   

























こうした中間的な論点整理の上で、藤永弘・分科会委員長は、第 24 期（2017～2019 年度）には
新たに「地域経営学に関する分科会」の設置申請を行い、2019 年 9 月に「地域経営学の研究・教育
のあり方に関する提言」を行うとした。分科会が第 23 期の 2 年間の成果として論点を整理している


































地域経営学会は、青森公立大学の藤永弘・元教授や遠藤哲哉教授ら約 20 人によって 2014 年 11 月
に設立した学会である57。以来 1～2 か月毎に研究会を開催し、2017 年 8 月月 5 日の研究会で 25 回
目を迎えている58。 

























学会役員は合計 35 名、内訳は会長（1 名）、理事（28 名）、監事（2 名）、幹事（4 名）、役員の担


































































わば産官学共同の学会という点に特徴がある。2005 年 4 月に地域再生法が成立し、2006 年度から「全
国各地の大学が、内閣官房・内閣府と連携しながら『地域再生システム論』というたいへんユニーク


































域づくり」を強調した「第 5 次全国総合開発計画」（1998 年）が策定されるとともに（表 2 参照）、
地方分権の議論も一気に進む。1995 年 5 月に地方分権推進法が成立し、1999 年 7 月には地方分権一
括法が成立、2006 年 12 月に地方分権改革推進法が成立した。この間市町村合併が一気に進んだ。い
わゆる「平成の大合併」である。 
「平成の大合併」は、明維持維新後の「明治の大合併」、第 2 次世界大戦後の「昭和の大合併」に
次ぐ大規模なものであった65。2000 年度に 3,229 市町村であったものが、2005 年度に 1,821 に合併
                                                   
64 阿部孝夫『政策形成と地域経営』学陽書房, 1998, とくに pp.231-278. 




































                                                   
66 長谷川雅史「分権時代の地域経営を考える」『ARC リポート』（RS-757）2002.7. 旭化成ウェブサイト
〈https://www.asahi-kasei.co.jp/arc/service/pdf/757.pdf〉2017.12.8.閲覧。 







































                                                   
68 安東誠一「地域の経営と自治体」『地域活性化と地域経営』（塩見譲編著）学陽書房, 1989, pp.3-23. 































                                                   






























































                                                   
72 岩田貴子「エリア・マーケティングにおける内発的発展論的アプローチ―地域格差への一試論」『商学研究』31
号, 2015.3, pp.5-30. 
73 室井鐵衛編著『地域とマーケティング』国元書房, 1993, 序文 p.4. 





































                                                   
75 P.コトラー・D.H.ハイダー・I.レイン（井関利明監訳）『地域のマーケティング』東洋経済新報社, 1996. 
76 矢吹雄平『地域マーケティング―地域経営の新地平』有斐閣, 2010, pp.8-15. 





































                                                   
78 同上, p.6. 
79 同上, はしがき（p.ⅱ）。 
80 ウォルター・アイザード『地域分析の方法―地域科学入門』朝倉書店, 1969. 





































                                                   
82 同上, pp.301-306. 
83「地域学の推進の必要性についての提言『太平洋学術研究連絡委員会 地域学研究専門委員会報告』」（2000 年 6





































また、日本学術会議地域研究委員会地域学分科会の主催で、2016 年 11 月に「地域学のこれまでと
                                                   






































                                                   
85 岡田知弘「時代が求める地域学のあり方」『地理』62 巻 4 号, pp.14-22. 2017.4. 
86 小山良太「東日本大震災からの復興と地域学の役割」『地理』62 巻 4 号, pp.23-28. 2017.4. 
87 曽我亨「これからの『地域学』」『地理』62 巻 4 号, pp.29-37. 2017.4. 



































1970 年代後半から 1980 年代前半ごろまでは、国内外の農産物との競争が激しくなり、安全性･品
質等を重視したマーケティングの展開で差別化し、進展した生産力格差をもとに経営力格差が一段と
                                                   
89 矢口芳生『共生農業システム論』（『矢口芳生著作集』第 7 巻）農林統計出版, 2013, pp.56-59, 295-303. 
90 この時期の農民層分解論は次に詳しい。梶井功『小企業農の存立条件』東京大学出版会, 1973; 伊藤喜雄『現代
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